
別表４　第１号様式

（１）賃金改善実績

①

②

※事業所内保育事業及び居宅訪問型保育事業のみ、別添内訳書を添付すること。

（２）教育・保育従事者に係る賃金改善実績

ア常勤職員

①

②

③

④

⑤

⑥

⑨ １人当り賃金改善月額
（１円未満切り捨て）（⑦÷③）

円

賃金改善に要した費用の総額
（法定福利費等の事業主負担増加額並びに施設型給
付費等に係る処遇改善等加算Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ及びその他
賃金改善に係る補助金等による賃金改善額は含まな
い。）

賃金改善の方法

　
　賃金改善の具体的な方法

　改善した給与の項目

基本給、手当（　　）、賞与（一時金）、その他（　　）

（(1)②の期間における総額） 円
⑧

円

④

支給した賃金総額
（(1)②の期間における総額）

円

職員１人当り賃金月額
（１円未満切り捨て）（⑤÷③）

円

賃金改善を実施した職員（実人員）
（(1)②の期間における延べ人数(人月)）

人

対象職員（常勤換算数）
（(1)②の期間における延べ人数(人月)）

人

賃金改善を実施した職員（常勤換算数）
（(1)②の期間における延べ人数(人月)）

人

（返還額）

　　　　年度　保育士等キャリアアップ補助金Ⅰ　賃金改善実績報告書

補助基準額 円

区 市 町 村 名

施設・事業所類型

施設・事業所ＮＯ

⑦

円

対象職員（実人員）
（(1)②の期間における延べ人数(人月)）

人

③

賃金改善実施期間 　　　　年　　月　～　　　　　年　　月

賃金改善に要した費用の総額　(※）

（法定福利費等の事業主負担増加額を含む）
（施設型給付費等に係る処遇改善等加算Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ
及びその他賃金改善に係る補助金等による賃金改善
額は含まない。）

（再掲）法定福利費等の事業主負担増加額 円

補助基準額と賃金改善に要した費用の総額
との差額（①ー③）

施設・事業所名



イ非常勤職員

①

②

③

④

⑤

⑥

⑨

（３）教育・保育従事者以外に係る賃金改善実績

①

②

③

④

⑤

⑥

⑨

上記について相違ないことを証明いたします。

　　　　年　　月　　日

⑧ 賃金改善の方法 基本給、手当（　　）、賞与（一時金）、その他（　　）

　改善した給与の項目

賃金改善を実施した職員（常勤換算数）
（(1)②の期間における延べ人数(人月)）

人

支給した賃金総額
（(1)②の期間における総額）

円

⑦ 賃金改善に要した費用の総額
（法定福利費等の事業主負担増加額並びに施設型給
付費等に係る処遇改善等加算Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ及びその他
賃金改善に係る補助金等による賃金改善額は含まな
い。）

円（(1)②の期間における総額）

職員１人当り賃金月額
（１円未満切り捨て）（⑤÷③）

円

　
　賃金改善の具体的な方法

⑦ 賃金改善に要した費用の総額
（法定福利費等の事業主負担増加額並びに施設型給
付費等に係る処遇改善等加算Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ及びその他
賃金改善に係る補助金等による賃金改善額は含まな
い。）

円（(1)②の期間における総額）

⑧ 賃金改善の方法 基本給、手当（　　）、賞与（一時金）、その他（　　）

　改善した給与の項目

　
　賃金改善の具体的な方法

賃金改善を実施した職員（常勤換算数）
（(1)②の期間における延べ人数(人月)）

人

支給した賃金総額
（(1)②の期間における総額）

円

事 業 者 名

代 表 者 名

対象職員（実人員）
（(1)②の期間における延べ人数(人月)）

人

賃金改善を実施した職員（実人員）
（(1)②の期間における延べ人数(人月)）

人

対象職員（常勤換算数）
（(1)②の期間における延べ人数(人月)）

人

職員１人当り賃金月額
（１円未満切り捨て）（⑤÷③）

円

対象職員（実人員）
（(1)②の期間における延べ人数(人月)）

人

賃金改善を実施した職員（実人員）
（(1)②の期間における延べ人数(人月)）

人

対象職員（常勤換算数）
（(1)②の期間における延べ人数(人月)）

人

１人当り賃金改善月額
（１円未満切り捨て）（⑦÷③）

円

１人当り賃金改善月額
（１円未満切り捨て）（⑦÷③）

円



別表４　第２号様式

（１）賃金改善実績

①

②

（２）教育・保育従事者に係る賃金改善実績

ア常勤職員

①

②

③

④

⑤

⑥

⑨
１人当り賃金改善月額
（１円未満切り捨て）（⑦÷③）

円

⑧ 賃金改善の方法 基本給、手当（　　）、賞与（一時金）、その他（　　）

　改善した給与の項目

　
　賃金改善の具体的な方法

支給した賃金総額
（(1)②の期間における総額）

円

職員１人当り賃金月額
（１円未満切り捨て）（⑤÷③）

円

⑦ 賃金改善に要した費用の総額
（法定福利費等の事業主負担増加額及び賃金改善に
係る補助金等による賃金改善額を除く）

円（(1)②の期間における総額）

賃金改善を実施した職員（実人員）
（(1)②の期間における延べ人数(人月)）

人

対象職員（常勤換算数）
（(1)②の期間における延べ人数(人月)）

人

賃金改善を実施した職員（常勤換算数）
（(1)②の期間における延べ人数(人月)）

人

④ 補助基準額と賃金改善に要した費用の総額
との差額（①ー③）

円（返還額）

対象職員（実人員）
（(1)②の期間における延べ人数(人月)）

人

③ 賃金改善に要した費用の総額

円

（法定福利費等の事業主負担増加額を含む）
（賃金改善に係る補助金等による賃金改善額は含ま
ない。）

（再掲）法定福利費等の事業主負担増加額 円

施設・事業所名

補助基準額 円

賃金改善実施期間 　　　　年　　月　～　　　　　年　　月

　　　　年度　保育士等キャリアアップ補助金Ⅰ　賃金改善実績報告書

区 市 町 村 名

施設・事業所類型

施設・事業所ＮＯ



イ非常勤職員

①

②

③

④

⑤

⑥

⑨

（３）教育・保育従事者以外に係る賃金改善実績

①

②

③

④

⑤

⑥

⑨

上記について相違ないことを証明いたします。

　　　　年　　月　　日

１人当り賃金改善月額
（１円未満切り捨て）（⑦÷③）

円

事 業 者 名

代 表 者 名

⑧ 賃金改善の方法 基本給、手当（　　）、賞与（一時金）、その他（　　）

　改善した給与の項目

　
　賃金改善の具体的な方法

職員１人当り賃金月額
（１円未満切り捨て）（⑤÷③）

円

⑦ 賃金改善に要した費用の総額
（法定福利費等の事業主負担増加額及び賃金改善に
係る補助金等による賃金改善額を除く）

円（(1)②の期間における総額）

対象職員（常勤換算数）
（(1)②の期間における延べ人数(人月)）

人

賃金改善を実施した職員（常勤換算数）
（(1)②の期間における延べ人数(人月)）

人

支給した賃金総額
（(1)②の期間における総額）

円

１人当り賃金改善月額
（１円未満切り捨て）（⑦÷③）

円

対象職員（実人員）
（(1)②の期間における延べ人数(人月)）

人

賃金改善を実施した職員（実人員）
（(1)②の期間における延べ人数(人月)）

人

⑧ 賃金改善の方法 基本給、手当（　　）、賞与（一時金）、その他（　　）

　改善した給与の項目

　
　賃金改善の具体的な方法

職員１人当り賃金月額
（１円未満切り捨て）（⑤÷③）

円

⑦ 賃金改善に要した費用の総額
（法定福利費等の事業主負担増加額及び賃金改善に
係る補助金等による賃金改善額を除く）

円（(1)②の期間における総額）

対象職員（常勤換算数）
（(1)②の期間における延べ人数(人月)）

人

賃金改善を実施した職員（常勤換算数）
（(1)②の期間における延べ人数(人月)）

人

支給した賃金総額
（(1)②の期間における総額）

円

対象職員（実人員）
（(1)②の期間における延べ人数(人月)）

人

賃金改善を実施した職員（実人員）
（(1)②の期間における延べ人数(人月)）

人



別表４　第３号様式

（１）賃金改善実績

① 円

② 人

③

円

円

（２）教育・保育従事者に係る賃金改善実績

ア常勤職員

① 人

② 人

③ 人

④ 人

⑤ 人

⑥ 人

⑦ 円

⑧ 円

円

⑩ 円
１人当り賃金改善月額
（１円未満切り捨て）（⑨÷⑤）

⑪ 賃金改善の方法 基本給、手当（　　）

　改善した給与の項目

　
　賃金改善の具体的な方法

賃金改善を実施した職員（常勤換算数）
（(1)③の期間における延べ人数(人月)）

⑨ 賃金改善総額
（法定福利費等の事業主負担増加額並びに施設型給付費等に係る
処遇改善等加算Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ及びその他賃金改善に係る補助金等に
よる賃金改善額は含まない。）

（(1)③の期間における総額）

支給した賃金総額
（(1)③の期間における総額）

職員１人当たり賃金月額
（１円未満切捨て）（⑦÷⑤）

対象職員
（(1)③の期間における延べ人数(人月)）

賃金改善を実施した職員
（(1)③の期間における延べ人数(人月)）

対象職員（常勤換算数）
（(1)③の期間における延べ人数(人月)）

円（返還額）

対象職員
（(1)③の期間における実人数(人)）

賃金改善を実施した職員
（(1)③の期間における実人数(人)）

⑤ 補助基準額と賃金改善に要した費用の総額との差額
（①ー④）

賃金改善実施期間 　　年　　月　～　　　年　　月 ( か月）

④ 賃金改善に要した費用の総額（Ａ＋Ｂ）

円

（施設型給付費等に係る処遇改善等加算Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ及びその他賃
金改善に係る補助金等による賃金改善額は含まない。）

補助基準額

キャリアアップ補助金Ⅱの加算対象人数

区 市 町 村 名

　　年度　保育士等キャリアアップ補助金Ⅱ　賃金改善実績報告書

Ａ賃金改善総額

Ｂ法定福利費等の事業主負担増加額

施設・事業所類型

施設・事業所ＮＯ

施 設 ・ 事 業 所 名



イ非常勤職員

① 人

② 人

③ 人

④ 人

⑤ 人

⑥ 人

⑦ 円

⑧ 円

円

⑩ 円

（３）保育従事者以外に係る賃金改善実績

① 人

② 人

③ 人

④ 人

⑤ 人

⑥ 人

⑦ 円

⑧ 円

円

⑩ 円

上記について相違ないことを証明いたします。

⑨

（(1)③の期間における総額）

⑪ 賃金改善の方法

　改善した給与の項目

　
　賃金改善の具体的な方法

賃金改善を実施した職員（常勤換算数）
（(1)③の期間における延べ人数(人月)）

支給した賃金総額
（(1)③の期間における総額）

職員１人当たり賃金月額
（１円未満切捨て）（⑦÷⑤）

対象職員
（(1)③の期間における延べ人数(人月)）

賃金改善を実施した職員
（(1)③の期間における延べ人数(人月)）

対象職員（常勤換算数）
（(1)③の期間における延べ人数(人月)）

⑨

（(1)③の期間における総額）

⑪ 賃金改善の方法

　改善した給与の項目

　
　賃金改善の具体的な方法

賃金改善を実施した職員（常勤換算数）
（(1)③の期間における延べ人数(人月)）

支給した賃金総額
（(1)③の期間における総額）

職員１人当たり賃金月額
（１円未満切捨て）（⑦÷⑤）

対象職員
（(1)③の期間における延べ人数(人月)）

賃金改善を実施した職員
（(1)③の期間における延べ人数(人月)）

対象職員（常勤換算数）
（(1)③の期間における延べ人数(人月)）

法　　人　　名 　
代　表　者　名 　

賃金改善総額
（法定福利費等の事業主負担増加額並びに施設型給付費等に係る
処遇改善等加算Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ及びその他賃金改善に係る補助金等に
よる賃金改善額は含まない。）

１人当り賃金改善月額
（１円未満切り捨て）（⑨÷⑤）

基本給、手当（　　）

　　　年　　月　　日

賃金改善を実施した職員
（(1)③の期間における実人数(人)）

賃金改善総額
（法定福利費等の事業主負担増加額並びに施設型給付費等に係る
処遇改善等加算Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ及びその他賃金改善に係る補助金等に
よる賃金改善額は含まない。）

１人当り賃金改善月額
（１円未満切り捨て）（⑨÷⑤）

基本給、手当（　　）

対象職員
（(1)③の期間における実人数(人)）

対象職員
（(1)③の期間における実人数(人)）

賃金改善を実施した職員
（(1)③の期間における実人数(人)）



別添内訳書　事業所内保育事業に係る賃金改善に要した費用　算定内訳（キャリアアップ補助金Ⅰ）

所在地外
区市町村１

所在地外
区市町村２

所在地外
区市町村３

区市町村名

合計 地域枠分 従業員枠分 従業員枠分 従業員枠分 従業員枠分

区市町村補助額（Ａ）

按分比率（Ｂ）

【（Ａ）の占める割合】

賃金改善に要した費用の
総額（Ｃ）

各補助対象経費額
（Ｄ=Ｃ×Ｂ）

返還額
（Ｅ＝Ａ-Ｄ）

（注１）区市町村補助額（Ａ）の合計額を、「別表４　第１号様式」（１）①の欄に記載すること。

（注２）按分比率（Ｂ）は、端数処理を行わないこと。

（注３）賃金改善に要した費用の総額（Ｃ）には、「別表４　第１号様式」（１）③の金額を記載すること。

（注４）各補助対象経費額（Ｄ）に端数が生じた場合は、円未満を切り捨てること。

区分

事業所所在地区市町村分

（注５）各補助対象経費額（Ｄ）が区市町村補助額（Ａ）を下回る場合は、返還額（Ｅ）の合計額と「別表４　第１号様式」の
　　　　（１）④の額が一致しないことがあるが、実際に返還する金額はＥ欄の金額である。



別添内訳書　事業所内保育事業に係る賃金改善に要した費用　算定内訳（キャリアアップ補助金Ⅱ）

所在地外
区市町村１

所在地外
区市町村２

所在地外
区市町村３

区市町村名

合計 地域枠分 従業員枠分 従業員枠分 従業員枠分 従業員枠分

区市町村補助額（Ａ）

按分比率（Ｂ）

【（Ａ）の占める割合】

賃金改善に要した費用の
総額（Ｃ）

各補助対象経費額
（Ｄ=Ｃ×Ｂ）

返還額
（Ｅ＝Ａ-Ｄ）

（注１）区市町村補助額（Ａ）の合計額を、「別表４　第３号様式」（１）①の欄に記載すること。

（注２）按分比率（Ｂ）は、端数処理を行わないこと。

（注３）賃金改善に要した費用の総額（Ｃ）には、「別表４　第３号様式」（１）④の金額を記載すること。

（注４）各補助対象経費額（Ｄ）に端数が生じた場合は、円未満を切り捨てること。

区分

事業所所在地区市町村分

（注５）各補助対象経費額（Ｄ）が区市町村補助額（Ａ）を下回る場合は、返還額（Ｅ）の合計額と「別表４　第３号様式」の
　　　　（１）④の額が一致しないことがあるが、実際に返還する金額はＥ欄の金額である。


